
和歌山こども食堂支援事業補助金交付要綱 
（趣旨） 

第１条 知事は、こどもの健やかな成長の促進を図るために、食事の提供を通じてこどもの居場所や地

域における交流拠点としての機能が期待される場所を提供する団体に対し、予算の範囲内で補助金を

交付するものとし、その交付に関しては和歌山県補助金等交付規則（昭和６２年和歌山県規則第２８

号。以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるところによる。 
（定義） 

第２条 この要綱において「こども食堂」とは、地域のこども達を主な対象に食事を提供する場所であ

って、次の要件を満たすものをいう。 
（１）月1回以上定期的に実施すること。ただし、食事の提供を１回以上実施した実績のある団体が、災

害その他やむを得ない事由により活動を休止しており、かつ次年度以降に再開を予定する場合は、

この限りでない。 
（２）団体の構成員の３親等以内の親族を除く概ね５世帯以上のこどもの利用が見込めるところ。 
（３）責任者を1人配置し、食中毒予防、防災等に配慮すること。 
（４）こどもの保護者から、食物アレルギー、健康情報及び緊急連絡先を事前に確認すること。 
（５）利用の対価は、無料又は材料費の実費負担とすること。 
（補助事業者） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業者は、以下の要件を全て備える団体とする。 
（１）こどもの支援や、地域づくりを目的に活動しているNPO法人その他の団体であること。 
（２）代表者が明らかになっていること。 
（３）団体固有の預金通帳を有することその他団体の財産管理が明確になっていること。 
（４）１年以上継続してこども食堂を実施する見込みがあること。 
（補助対象経費及び補助基準額） 

第４条 補助対象経費は次のとおりとする。ただし、他の助成・補助事業として採択された事業の経費

は、補助対象から除く。 
（１）こども食堂開設に当たっての設備及び備品購入費 
（２）こども食堂開設に当たっての設備改修費 
（３）食品衛生責任者養成講習会受講費 
（４）学習支援に要する経費 
（５）多様な世代交流に要する経費 
２ 前項各号に掲げる経費の具体的な内容及び当該経費に係る補助基準額は、別表のとおりとする。 
（交付申請書の添付書類） 

第５条 規則第４条に規定する補助金等交付申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。 
（１）事業計画書（別記第１号様式） 
（２）収支予算書（別記第２号様式） 
（３）団体の定款、規約、会則、設立趣意書又はこれに準ずるもの 
（４）団体の役員等に関する名簿（別記第３号様式） 
（５）設備又は備品購入の場合は、設備・備品内訳書（別記第４号様式） 
（６）設備改修の場合は、設計に関する図面及び改修場所の状況が分かる写真 
（７）学習支援及び多様な世代交流の場合は、機能強化計画書（別記第５号様式） 
（８）経費の積算根拠が分かる書類の写し 
（９）その他知事が必要と認める書類 
２ 申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消

費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として

控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを減額

して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明ら



かでない場合は、この限りでない。 
（交付条件） 

第６条 規則第６条の規定により補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおりとする。 
（１）次の事項に該当する場合は、あらかじめ知事の承認を受けること。 

ア 補助事業の内容の変更（別に定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合 
イ 補助事業に要する経費の配分変更（当該事業費の額の３０パーセント以下の増減を除く。）を

しようとする場合 
ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合 

（２）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該補助事業の遂行が困難となった      

場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 
（３）補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでないため、

消費税相当額を含めて申請した場合は、次の条件に従わなければならないこと。 
  ア 実績報告を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかになった場合

には、これを補助金から減額して報告しなければならないこと。 
  イ 実績報告の提出後に、消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場

合には、その金額（実績報告においてアにより減じた額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除

税額報告書（別記第６号様式）により速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受け

てこれを返還しなければならないこと。 
（４）補助事業により、取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、

取得財産等管理台帳（別記第７号様式）を備え、その保管状況を明らかにしておかなければならな

いこと。 
（５）取得財産等については、事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、

その効率的な運用を図らなければならないこと。 
（６）補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を、

補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならないこと。 
（変更の承認） 

第７条 前条第１号の規定による知事の承認を受けようとするときは、補助事業の内容の変更の場合に

あっては変更承認申請書（別記第８号様式）及び変更後の第５条第１項各号に掲げる書類を、補助事

業の中止又は廃止の場合にあっては事業中止（廃止）承認申請書（別記第９号様式）を知事に提出し

なければならない。ただし、次条の規定により補助金の変更交付を申請しようとする場合は、変更承

認申請書の提出を省略することができる。 
（変更交付申請） 

第８条 補助金の交付決定後の事情により補助金の変更交付を申請しようとする場合には、補助金変更

交付申請書（別記第１０号様式）及び変更後の第５条第１項各号に掲げる書類を知事に提出しなけれ

ばならない。 
（状況報告） 

第９条 規則第１１条の規定による報告は、知事の求めるときに、事業遂行状況報告書（別記第１１号

様式）により行わなければならない。 
２ 補助事業者は、補助金の交付を受けた年度から５年間、こども食堂の実施状況について、別途知事

が指定する日までに、こども食堂実施状況報告書（別記第１２号様式）を提出しなければならない。 
（実績報告書の添付書類等） 

第１０条 規則第１３条に規定する実績報告書に添付する書類等は、次のとおりとし、補助金の交付決

定後、最初にこども食堂を実施した日から起算して３０日以内の日までに提出しなければならない。 
（１）事業報告書（別記第１３号様式） 
（２）収支決算書（別記第１４号様式） 
（３）補助対象経費に係る領収書の写し 
（４）設備又は備品購入の場合は、購入した設備又は備品の写真 



（５）設備改修の場合は、改修後の状況が分かる写真 
（６）食品衛生責任者の場合は、食品衛生責任者養成講習会受講修了証の写し 
（７）学習支援及び多様な世代交流の場合は、購入した備品及び備品の使用状況が分かる写真 
（８）こども食堂の実施状況が分かる写真 
（９）その他知事が必要と認める書類 
（財産の管理及び処分の制限） 

第１１条 規則第２０条ただし書の知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間又はこれに準ずるものと認められる期間とする。 
２ 規則第２０条第３号の知事が指定するものは、取得価格又は効用の増加価格が１０万円以上のもの

とする。 
３ 補助事業者は、処分を制限された取得財産等について、前項の期間内に処分をしようとするときは、

あらかじめ補助事業取得財産等処分承認申請書（別記第１５号様式）並びに当該取得財産等の取得価

格及び時価が分かる書類を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 
４ 前項の処分を行うことにより収入があるときは、知事はその収入の全部又は一部を納付させること

ができる。 
（その他） 

第１２条 補助事業を実施した団体は、県が実施するこども食堂を通じた地域活性化事業等に参画する

こと。 
第１３条 この要綱の実施に関しては、規則及びこの要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が

別に定める。 
   附 則 
 この要綱は、平成２８年６月２０日から施行し、平成２８年度の補助金から適用する。 

附 則 
 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、令和３年７月２８日から施行し、令和３年度の補助金から適用する。 
   附 則 
 この要綱は、令和５年７月６日から施行し、令和５年度の補助金から適用する。 
   附 則 
 この要綱は、令和５年９月２９日から施行し、令和５年度の補助金から適用する。 
   附 則 
 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



別表（第４条関係） 

 補助対象経費 補助基準額  

①
設
備
又
は
備
品
購
入
・
設
備
改
修
・
食

品
衛
生
責
任
者 

（１）こども食堂の開設に当たって必要となる

設備・調理用備品・什器類購入費や、会場とな

る住宅等の設備改修費（初期経費として必要と

なる備品購入費、改修費） 

※長期的に繰り返し使用できるものに限る。た

だし、食器に代わる消耗品は可。 

 

（２）こども食堂に食品衛生責任者を設置する

ために、こども食堂の運営に携わる者が食品衛

生責任者養成講習会を受講する際の受講費用

（こども食堂１箇所当たり２名まで。） 

新規開設のこども食堂 

上限 400,000円  

ただし、400,000 円に満たない場合は実支出

額。（千円未満の端数は切り捨てる。） 

②
機
能
強
化 

（
学
習
支
援
・
多
様
な
世
代
交
流
） 

（１）こども食堂で食事の提供前又は提供後に

学習支援を実施する際に必要となる参考書や備

品等の購入費（文房具等個人の所有物になり得

る物は除く。こども食堂に配置される共用可能

な物に限る。） 

 

（２）こども食堂で食事の提供前又は提供後に

多様な世代が交流する際に用いる備品類の購入

費（コンピュータゲーム類は除く。） 

（１）新規開設のこども食堂 

上限 200,000円  

ただし、200,000 円に満たない場合は実支出

額。（千円未満の端数は切り捨てる。） 

 

（２）既存こども食堂  

上限 100,000円 

実支出額に２分の１を乗じて得た額と上記上

限額とを比較して少ない方の額（千円未満の

端数は切り捨てる。） 

（注１）「①設備又は備品購入・設備改修・食品衛生責任者」（以下「①」という。）及び「②機能強

化（学習支援・多様な世代交流）」（以下「②」という。）のいずれも、こども食堂１箇所につ

き、１回のみの交付とする。 

（注２）①と②は、同時に交付することができる。 

（注３）②（１）における学習支援は、単にこどもたちだけで自主学習させるものではなく、少なくと

も１名の責任者を配置し、学習に専念できる場を確保した上で、食事の提供前又は提供後に１時

間以上学習指導を行う際に必要となる物を補助対象とする。 

（注４）②（２）における多様な世代交流は、食事の提供前又は提供後に、こどもが多様な世代との交

流を図る催しを行う際に必要となる物を補助対象とする。 

（注５）①（２）における食品衛生責任者は、その資格を取得後、こども食堂の運営（調理）に原則毎

回参加すること。 

 


